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令和元年度第１回逗子市個人情報保護運営審議会 

 

                  日 時 令和元年６月７日（金） 

                      午前１０時００分～ 

                  場 所 市役所５階 第３会議室 

 

議  題 

 １．逗子市個人情報保護運営審議会議事録について 

 ２．諮問第１０号 個人市民税高額納税者への感謝状等の贈呈事務に係る保有

個人情報の目的外利用及び本人通知の省略について【課

税課、納税課】 

 ３．諮問第１１号 プレミアム付商品券発行事業実施に係る保有個人情報の目

的外利用及び本人通知の省略について【子育て支援課】 

 ４．諮問第 ９号 捜査関係事項照会書に係る保有個人情報の目的外提供及び

本人通知の省略について【社会福祉課】 

 ５．その他 

 

出 席 委 員（５名） 

             会  長     安  達  和  志 

             副 会 長     森  田     明 

             委  員     海  原  弘  之 

             委  員     望  月  由 佳 子 

             委  員     島  田  達  巳 

 

 

欠 席 委 員（０名） 

 

説明のために出席した職員 

課 税 課 長 山  田  悟  史 
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課 税 課 
副 主 幹 小  幡  浩  一 

納 税 課 長 淺  野     勉 

教 育 部 次 長 
子育て支援課長 
事 務 取 扱 

高  橋  佳  代 

子育て支援課 
主 幹 村  上  晴  美 

社 会 福 祉 課 
副 主 幹 

栗  原  達  也 

 

事務局等出席者 

情 報 政 策 課 
担 当 課 長 

矢  島  小 百 合 

情 報 政 策 課 
副 主 幹 内  田  典  久 

情 報 政 策 課 
非 常 勤 事 務 
嘱 託 員 

大  槻  花  子 

 

会議の公開・非公開の別  公開 

ただし議題（４）については非公開 

（逗子市情報公開条例第20条第１項第２号該当） 

 

傍 聴 者        なし 

 

配 付 資 料 

 ・第１回逗子市個人情報保護運営審議会次第 

 ・平成３０年度第３回逗子市個人情報保護運営審議会議事録 

 ・【資料１】諮問第１０号 個人市民税高額納税者への感謝状等の贈呈事務に 

              係る保有個人情報の目的外利用及び本人通知の省 

              略について【課税課、納税課】 

 ・【資料２】諮問第１１号 プレミアム付商品券発行事業実施に係る保有個人 

              情報の目的外利用及び本人通知の省略について 



－3－ 

              【子育て支援課】 

 ・【資料３】諮問第 ９号 捜査関係事項照会書に係る保有個人情報の目的外 

              提供及び本人通知の省略について【社会福祉課】 

 ・【資料４】平成３０年度個人情報保護制度の運用状況表 

 ・【資料５】個人情報事務登録簿の変更状況集計表 

 ・【資料６】特定個人情報保護評価書（基礎項目評価書）の提出・公表事務一 

       覧 
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午前１０時００分開会 

○安達会長 それでは、時間になりましたので、令和元年度、2019年度第１回の

個人情報保護運営審議会を開催いたします。 

  逗子市個人情報保護運営審議会規則第３条第２項の規定に基づいて、半数以

上の委員の出席がありますので、この審議会は成立します。 

  それでは、早速議事に入らせていただきます。 

  本日は、諮問案件が３件ございます。審議時間が限られておりますので、ス

ムーズな会議の進行にご協力をお願いいたします。 

  では、本日の配付資料の確認をお願いします。 

（配付資料の確認） 

○安達会長 ありがとうございました。 

  欠けている資料等ございますでしょうか。よろしいですか。 

  それでは、議題に入ります。 

  まず、議題１、逗子市個人情報保護運営審議会議事録についてですが、事務

局からお願いします。 

○矢島情報政策課担当課長 先日、校正依頼いたしました平成30年度第３回議事

録ができ上がりましたので、ご確認いただければと思います。よろしくお願い

いたします。 

○安達会長 既に皆様、事前にご校正いただいていると思います。修正内容等に

ついて確認していただきたいと思います。いかがでしょうか。 

（議事録の確認） 

○安達会長 お手元に配付されています議事録のとおりでよろしいかどうか、ご

意見等ございますか。よろしいですか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○安達会長 それでは、ご異議がないようですので、第３回個人情報保護運営審

議会議事録については確定いたしました。 

○矢島情報政策課担当課長 ありがとうございました。 

○安達会長 それでは、議題２、諮問第10号、個人市民税高額納税者への感謝状

等の贈呈事務に係る保有個人情報の目的外利用及び本人通知の省略についてを

議題といたします。 
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─課税課、納税課 入室─ 

○安達会長 では、初めに、出席者の自己紹介をしていただき、その後、説明を

お願いします。 

○淺野納税課長 本日は、お忙しいところ、ありがとうございます。私、納税課

の淺野と申します。よろしくお願いいたします。 

○山田課税課長 私、課税課長の山田と申します。よろしくお願いいたします。 

○小幡課税課副主幹 課税課市民税係の小幡と申します。よろしくお願いします。 

○安達会長 では、ご説明をお願いします。 

○淺野納税課長 今回は、個人市民税高額納税者への感謝状等の贈呈事務を実施

するに当たりまして、保有個人情報の目的外利用及び本人通知の省略につきま

して、ご審議いただきたく、諮問をさせていただいております。 

  それでは、別添資料に基づきまして、順次説明をさせていただきます。 

  まず、担当所管につきましては、総務部課税課及び納税課になります。 

  事務の名称は、個人市民税高額納税者への感謝状等の贈呈事務になります。 

  諮問の概要でございますが、個人市民税の高額納税者へ感謝の意をあらわす

ため、市長みずからが対象者のお宅を訪問いたしまして、感謝状と記念品を贈

呈することを予定しておりまして、現在準備をしているところでございます。 

  対象者の選定に当たりましては、まず、個人市民税の課税額等の情報を税管

理システムから抽出をいたしまして、その後、対象者の納付状況を確認する必

要があることから、個人情報の目的外利用に当たるものとして、今回諮問をさ

せていただいております。 

  事務の目的につきましては、納税を通じて、市財政へ多大な貢献をしていた

だいた個人市民税の高額納税者へ、市長みずからが感謝の意をあらわすという

ものでございます。 

  対象となる個人の類型、対象者数につきましては、個人市民税の課税額が

1,000万円以上あり、かつ市税に未納のない者ということになります。 

  参考に、平成30年度課税分では、８名が該当しております。 

  続きまして、第10条の関係といたしまして、目的外利用する保有個人情報の

内容ですが、課税課の保有する個人市民税に係る所得金額、市民税額、住所、

そして、先ほど事務局のほうから指摘をちょうだいいたしまして、氏名が抜け
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ておりましたので、申しわけございませんけれども、補足していただければと

思います。また、納税課の保有する個人市民税納税額、市税未納額ということ

になります。 

  利用につきましては、現時点では、私ども課税課及び納税課になりますが、

今後、内部調整によりまして、市長部局内の他部署が担当になる可能性もござ

いまして、その際は、当該情報を市長部局内の他部署が利用するということに

なります。 

  利用の理由といたしましては、対象者の選定に当たりまして、課税情報及び

収納情報を利用することが不可欠であるためです。 

  最後に、本人通知につきましては、省略とさせていただきます。 

  理由は、まず対象となる方につきましては、感謝状等の受贈について、事前

に意思確認の通知を送付する予定でございます。また、市税に滞納があったり、

死亡または市外転出などによりまして、非該当等になる方については、本人の

無用の煩わしさを感じさせることになるため、通知することは現実的な対応で

はないというふうに考えております。 

  説明は以上でございます。よろしくご審議のほど、お願いいたします。 

○安達会長 ありがとうございました。 

  では、委員の皆様のほうから、ご質問、ご意見等ございますか。 

  はい、どうぞ。 

○海原委員 まず、この感謝状贈呈事務というのは、実行するということは決定

事項ですか。 

○淺野納税課長 そうですね。今、現時点では、準備をしているというところで

ございまして、実行するということで話を進めております。 

○海原委員 少し本質から外れてしまうんですけれども、税の本質、税法の本質

を鑑みると、皆様は専門家なんで、私が言うのはおこがましいんですが、高額

納税者が貢献している。でも、一定所得、もっと低い所得の方も、税法にのっ

とって貢献している。 

  とすると、市民感情とすると、確かに恩恵はこうむっていると思うんですけ

れども、何で高い方に感謝を示さなきゃいけないのかという点は、ご論議され

ましたでしょうか。 
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○淺野納税課長 その点につきましても、我々のほうでも、いろいろと考えはあ

るところでございますけれども、目的の一つといたしましては、人口が減少傾

向にある中で、納税者の意識に働きかけることで、定住意識の高揚につなげて、

税収確保策の一つとなるということを、一つ理由としてございます。 

  そしてまた、おっしゃったように、高額でなくても、もちろん皆さん、所得

に応じて負担していただいているということは、十分理解しているところでご

ざいますけれども、そういう方々につきましても、別途、違う機会を設けて、

感謝と申しましょうか、そういった機会は設けていきたいということは、同時

に考えてございます。 

○海原委員 続けてよろしいですか。 

  そうしますと、個人情報に、ちょっと沿うか沿わないか、わからないんです

けれども、首長が対象者に出向くということは、市長動静なんかで、メディア

とかウオッチをしているので、対象者がわかってしまうという可能性は多分に

あると思うんですね。 

  多分にわかってしまうということは、納税者に対して何かの不利益が起こる

か、または、納税者側から見ると、選挙の票とか、納税者というのは、高額納

税者という方は、組織とか人事的問題、かなり大きな影響力を持っている方で

すね。そうすると、首長さんに対して、特定の情報を提供してしまう。ほかの

議員さんとか、そういう方に対しては、不利益をこうむってしまう情報になっ

てしまうということを鑑みることについてはいかがでしょうか。 

○淺野納税課長 そうですね、最初おっしゃった市長の動向等につきましては、

特に個人名を出すということは考えてございませんで、どこのお宅に行ったと

いうことは、漏れるということはないというふうに思います。 

  また、あくまでも事前に対象者の方には、受贈するか、確認のご通知を差し

上げまして、オーケーだよという方だけに出向いて、感謝の意を表するという

ことになりますので、そこのところで、ある程度クリアになるのかなと思って

はいます。 

○海原委員 次は、首長さんに対しての情報特定に、片務的バイアスかけて渡し

てしまうということで、現首長さんに有利になってしまう、ほかの議員さんと

か市民団体とかが不利益をこうむってしまう情報の提供になってしまう。 
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  また、高額納税者としては、行政のトップの方と接触できるということで、

いろいろメリットもあるということを鑑みると、この情報提供は果たして、個

人情報保護という観点に当たるかどうかわかりませんけれども、その辺はいか

がお考えでしょうか。 

○淺野納税課長 そこは非常に難しいですね。申しわけありません、正直、そこ

までちょっと、我々のほうも、突き詰めてのお答えはちょっと持っていない。 

○森田副会長 これ、同様の高額納税者への感謝状贈呈といった制度は、ほかの

自治体では結構あるものなんでしょうか。 

○淺野納税課長 私どもが調べた中では、現在２つの自治体、東京都台東区、そ

れから兵庫県姫路市ですね。こちらのほうで行っているということは確認して

おります。 

○森田副会長 金額的には、同じぐらいの額の人が対象なんですか。 

○淺野納税課長 はい。まず、台東区につきましては、特別区民税・都民税の課

税額750万円以上、譲渡所得については2,250万円以上ということになっている

ようです。そして、姫路市のほうにつきましては、対象が、法人が２社以内、

そして個人は１人ということで、過去３年間の納税額で１位の方ということで

やっているようでございます。 

○森田副会長 これ、きょうの資料に、要綱（案）とありますけれども、ここも

まだ、できてはいないわけですよね。 

○淺野納税課長 はい、おっしゃるとおりです。 

○森田副会長 いつぐらいにこれは、整備する予定なんですか。 

○淺野納税課長 こちらも実は、いつごろというところは、ちょっとまだはっき

りはしていないんですけれども、今回の諮問につきましても、この事業を開始

するに当たっての準備の一つということになりますので、こういった準備段階、

一つ一つクリアしていく中で、また要綱のほうにも、必要なものをつけ加えて

いくというふうになると思いますので、恐らく今年度中には、完成したものが

できるというふうに思っております。 

○森田副会長 それと、当該年度における課税額1,000万以上の者ということで

すけれども、そうすると、1,000万以上納税している人については、毎年毎年

ずっと、感謝状を出していくということなんですか。 
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○淺野納税課長 おっしゃるとおりです。 

○森田副会長 わかりました。 

○安達会長 ほかにいかがでしょうか。 

○森田副会長 ごめんなさい、これ、今の時点で、対象者は何人ぐらい想定して

いるんですか。 

○淺野納税課長 平成30年度につきましては、1,000万以上の方が８名該当して

おります。 

○森田副会長 ありがとうございます。 

○安達会長 ほかに、いかがでしょうか。 

○島田委員 ちょっと確認です。これは今後、恒常的に、定例的にやっていかれ

る、そういうことですか。 

○淺野納税課長 はい。 

○島田委員 あとですね、これは、根拠の法令というのは何かあるわけですか。 

○淺野納税課長 法令の根拠は特にございません。 

○島田委員 特にないね。市長の裁量で、はい、わかりました。 

○安達会長 はい、どうぞ。 

○望月委員 これは、逗子市さんとしては、これから初めて開始になるというこ

とですか。 

○淺野納税課長 はい、そうです。 

○望月委員 それと、死亡してしまった方にはもう。 

○淺野納税課長 そうですね、今のところは。 

○望月委員 例えば、遺族の方とか、そういう人にいくことは。 

○淺野納税課長 はい、今のところは、対象から外させていただくということで。 

○望月委員 それは、外す理由って何かあるんですか。 

○淺野納税課長 そうですね、先ほども申し上げたとおり、一応事業の目的の中

で、定住促進というところがございまして、いつまでも逗子に住んでいただき

たいと、市を愛していただきたいというようなところが裏にありますので、そ

こで対象のほうから外させていただくと。 

○安達会長 よろしいですか。 

○海原委員 逗子市は多分、個人、お金持ちの方多いから、納税額も多いと思う
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んですけれども、感謝状によって、愛してもらえたらいいんですけれども、そ

れが何のメリットを呼ぶかというと、感謝状があって感謝してくれるから、ほ

かの高額納税者が逗子に来てくれるということは考えにくいと思うんですが、

それは考えに入れていないですよね。 

○淺野納税課長 はい、そこまでは考えてございません。 

○安達会長 こういう事業を開始するということ自体は公表するわけですね。 

○淺野納税課長 例えば広報を使ったりですとか、ホームページでＰＲするとい

うことは、現時点では考えてございません。あくまでも、市長と、それから対

象者の方というところで考えてございますので、広くＰＲするということは、

現時点は。 

○森田副会長 ＰＲしないとすると、何か余り効果が、どれほど期待できるかと

いう感じがするんですけれども、単純に、もらった人が逗子に住み続けるとい

う意味での定住効果ですかね。 

○淺野納税課長 はい、そうです。 

○安達会長 ごく少人数の方を対象として、こういうことをしていますというふ

うに公表するわけでもないということですね。 

○淺野納税課長 そうですね、はい。 

○安達会長 専ら、そうすると、ご本人に感謝の意を表するということが目的と

いうことでしょうか。 

○淺野納税課長 おっしゃるとおりです。 

○安達会長 感謝状をもらったから、引き続き住みたいという、そういうインセ

ンティブになるかというと、そこはそうでもないような気もしますけれども、

そこは余り、主たる狙いではないということですか。 

○淺野納税課長 そうですね、インセンティブになるかどうかというところは難

しいかもしれませんけれども、少しでもそういう形で考えていただければとい

うところと、一つは、市長が純粋に、納税者の方に感謝申し上げたいという気

持ちですね。そこから始まっているということであります。 

○島田委員 あと、今おっしゃった質問で、広報しないというのは、ちょっとそ

の理由がよくわからないんだけれどもね。事業として広報はしないと、あくま

でも市長と対象者という関係にとどまるというのは、ちょっと趣旨がわからな
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いんだけれども、そこは、なぜ広報はしないんですか。 

○山田課税課長 この事業を行うに当たって、この事業が広報の必要性があるか

というところについては、先ほどの答えと重複するかもしれませんけれども、

あくまでも市長が、納税者の対象の方に感謝の意を表したいというところであ

って、基本的に、この事業をやっていますということを公にして、それによっ

て定住の促進をするということには、つなげる考えということは思っておりま

せん。 

  ただ、これは先の話で、未確定なところではありますが、対象者の方と当然

お会いして、お話をする中で、例えば公表のご要望があったような場合には、

それについてはその先、手段とか期日とか方法を含めまして、それについては

検討していきたいというふうには考えているところでございます。 

○島田委員 じゃ、現時点ではまだ、８名の方には打診はされていないというこ

とですか。 

○淺野納税課長 はい。 

○森田副会長 もちろん、高額納税者に該当して、感謝状を贈呈した人の名前を

公表するというようなことはないわけですね。 

○淺野納税課長 はい、ございません。 

○森田副会長 これちょっと、非常に危ない情報になりますので。 

  すみません、もう一つよろしいですかね。諮問の趣旨との関係なんですが、

そうすると、目的外利用なんですが、目的外利用の対象となる個人情報という

のは、そうすると、個人市民税に係る、ここに書いてある金額について、結局、

課税課なり納税課が持っている全員の情報について、目的外利用をするという

ことになるわけですね。 

  ピックアップされる８人だけではなくて、その８人をピックアップするため

に使うわけなんで、そこが持っている情報全体を目的外利用して、その中でピ

ックアップすると、そういう理解でよろしいんですか。 

○山田課税課長 ちょっと、私がお答えするのが、委員のご質問の趣旨と沿わな

かったら、もう１回ご指摘をいただきたいんですが、まず、データ的に抽出す

るのは、当然、全ての課税者の方のデータの中から、機械的に1,000万以上の

方だけを抽出するという方法になりますので、そういう意味では、利用するの



－12－ 

は、1,000万を超える対象者の方だけということになりますが、大もとのデー

タベースとしては、課税の方全員の情報が入った中から抽出するということに

なります。 

○森田副会長 これは、こちらで考えないといけないのかもしれないんですけれ

ども、抽出の対象となる情報全体が、今回の目的外利用の対象になるんでしょ

うかね。 

○安達会長 全体の情報って、相当膨大になるわけですよね。その中から検索を

かけて、1,000万以上というので打ち出すというとですね。それで、その打ち

出した中から、未納付者がいたらそれは除くという、そういう工程ですか。 

○森田副会長 そのことが、目的外利用になるということなんでしょうかね。 

  ちょっと情報公開係のほうのお考えを聞いたほうがいいかもしれないんです

が、どの範囲の情報を対象とした諮問なのかということなんですけれども     

どうですか。 

○矢島情報政策課担当課長 今回、課税課と納税課から諮問が出ているんですけ

れども、これ、先ほど納税課長からご説明もありましたけれども、ほかの所管

へ移行する可能性もあった場合、課税課、納税課の情報を使うという諮問の場

合には、恐らく、こういう諮問の仕方なのかなと思って、抽出したものを利用

するという形なので、全体からというふうな形ではなくて、こういうふうな書

き方をさせていただいたということです。 

○安達会長 そうすると、仮に他の部署が担当となった場合には、課税課、納税

課が持っているシステムの中から、対象となる1,000万円以上の方を抽出して、

その情報を渡すということですか。 

○淺野納税課長 はい。 

○安達会長 そうすると、そこからというんでしょうかね、1,000万円以上とい

う対象者をリストアップしたところから、目的外利用という、そういう理解で

よろしいんですかね。 

○森田副会長 今利用している事務の登録の仕方が、金額、住所氏名、所得金額

等を一般的に利用するというような形に乗っかっていれば、それは既に認めら

れている業務の範囲内ということにはなると思うんで、要するに、そこから金

額で抽出するところまでは、従来の業務の範囲内であるということになるのか
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もしれませんけれども、とりあえず、そういう前提での諮問ということでよろ

しいんでしょうかね。課税課なり納税課からの諮問ということですので。 

  わかりました。一応そういう解釈で。 

○海原委員 あと、諮問については森田委員のおっしゃるとおりなんですけれど

も、ご質問したことに対してはまだ詰めていらっしゃる最中ということなんで

すけれども、首長さんに対して、影響力のある方、イコール納税者を提供する

ということは、法令上は全くひっかからないと思うんですけれども、解釈でい

くと、影響力ある方に対して、特定な首長さんに対して情報を提供するから、

公選法にひっかかる、条文にはひっかからないと思います。思いますが、解釈

では、ひっかかるような気がしますが、その辺も詰めていただければ、今お答

え、多分できないと思います。よろしくお願いします。 

○安達会長 対象者は公表しないというお話でしたが、対象者のほうで公表して

ほしいとか、公表して構わないといった場合も、公表はしないということです

か。 

○山田課税課長 対象者の方が、ぜひにというご要望がある場合であれば、それ

は、どういうメディアを使うというかも含めまして、それはご相談、調整の上、

手法を含めて検討させていただきたいと思っています。 

○安達会長 そうすると、対象者によっては公表するケースと、しないケースが

あるということでしょうか。 

○山田課税課長 結果的には、そういうことにはなろうかと思います。 

○安達会長 その辺は、やや微妙な問題が出てくる可能性がありますよね。 

○淺野納税課長 つけ加えますと、まだ、そこも確定しているお話ではございま

せんので、例えば、ご家族のほうで問題があるというお話であれば、ご本人さ

んがぜひ公表してくれといっても、公表しないということは十分あり得るお話

だと思います。 

○安達会長 この贈呈要綱のほうでは、公表の有無については全く触れていない。 

○淺野納税課長 はい、記載はございません。 

○安達会長 ここは、あらかじめ決めておく必要があるんじゃないかなという気

はしますけれどもね。 

○淺野納税課長 はい。 
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○安達会長 ご本人がみずから公表されるのは別として、市の方で公表するかど

うかというのは、一定の基準なり、あるいは原則が必要ですよね。 

○淺野納税課長 はい。 

○安達会長 あとこれ、感謝状の贈呈事務というのは、新たにこういう事務を始

めるということだとしますと、個人情報取扱事務として、登録をこれからする

ということですか。 

○淺野納税課長 そうですね、必要に応じて、はい、行って。 

○安達会長 まだ、こういう事務、発生していないんですよね。 

○淺野納税課長 はい。 

○安達会長 発生前の場合は、こういう諮問の仕方をするだけでいいんでしょう

かね。現に存在せず、実施スキームが未定という段階で、こういう諮問のされ

方という。 

○森田副会長 ただ、逆に言うと、この諮問が通らない状態で登録しちゃうとい

うのも問題のような気もしますし、どうなのか、ちょっと難しいところではあ

ります。 

○安達会長 これ、仮にこの諮問で通っても、事業自体をその後の経過で変更す

るとかいうことは、なくはないですか。 

○淺野納税課長 そうですね、ただ、今申し上げたことが大幅に変わるというこ

とは、恐らくないと思います。おっしゃった公表の部分ですね、そこは整理し

なければいけないと思いますけれども。 

○安達会長 担当課がかわる可能性はありますよね。 

○淺野納税課長 ございます。 

○安達会長 いかがでしょうか。ほかにご質問、ご意見等ございますか。 

  台東区とか姫路市では、そういう事業があるとご紹介されましたけれども、

公表されているんでしょうか。 

○淺野納税課長 そうですね、まず姫路市のほうですと、市長応接室で贈呈式と

いうのを華々しく開催しているというふうに聞いておりますので、当然これは

公表しているということになります。 

  そしてまた、台東区につきましても、実はこの２つについて、私ども調査し

ましたのが、インターネットで検索をしまして出てきたものですので、そうい
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った意味では、広く公表しているということになろうと思います。 

○安達会長 事業を開始するということ自体は、市の説明責任としては、公表と

いうことが原則ではないかなという気もしますけれども、全く公表せずに内輪

でやっているようなことになりますと、かえって市民のほうからは、疑念を生

じるということもあるかなという懸念はします。 

○島田委員 今おっしゃっている公表というのは、事業ですね。その場合、事業

そのものの適否は、この委員会ではできないわけですね。 

○安達会長 ここの所管ではないですね。 

○島田委員 はい。ただ、感想としては、やはり事業として公表しないのは、私

の意見としては、やっぱり透明性を欠くと思いますね。市長が個人的にお渡し

する、じゃ、この事業は何のためにあるのかということについては、市民は関

知しないという、関与しないというのは、ちょっとおかしいなと思いますよね。 

  個人情報審議会とは関係ありませんが、これは事業に対しての意見ですから。 

○安達会長 参考的な感想という。 

  とりあえず、事業の中身についてご理解いただいた上で、よろしいでしょう

か。特にご質問、ご意見等ございませんようでしたら、お諮りしますけれども。 

  それでは、本件諮問について、諮問の内容を適当と認めるということでよろ

しいでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○安達会長 ご異議ないですので、承認という扱いにさせていただきたいと思い

ます。 

  では、答申書については、後日、事務局を通して、所管課のほうにお届けい

たします。 

  では、ご退席いただいて結構です。 

─課税課、納税課 退室─ 

○島田委員 先ほどのデータベースが、目的内の対象である、データベースその

ものか、それとも検索されたものか、ほかにも大分影響しますけれども。 

○森田副会長 どうなんでしょうかね。 

○安達会長 大もとのデータは大規模にある。 

○島田委員 そうですよね。 
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○森田副会長 データベースの運用そのものは、一応認められているという前提

なんでしょうかね。 

○安達会長 それ自体は、担当課の職員はいつでも見られるわけですよね。見ら

れる状態にあるわけですから。 

○島田委員 もともと、データベースそのものは目的内ですよね。おっしゃる意

味はわかるんですが。 

○森田副会長 厳格に言えばね。ただ、本来の趣旨とはちょっと外れる感じはす

る、この事業のために抽出をするというのは想定された中なので。どう考える

かはちょっと。 

○島田委員 広義と狭義がありえる。この場合、狭義かなと思いますね。 

○安達会長 じゃ、この案件はよろしいでしょうか。 

─子育て支援課 入室─ 

○安達会長 それは、議題３のほうに入らせていただきます。 

  諮問第11号、プレミアム付商品券発行事業実施に係る保有個人情報の目的外

利用及び本人通知の承諾についてでございます。 

  では、所管課の方に自己紹介をお願いします。 

○高橋教育部次長 子育て支援課の課長をしております高橋と申します。よろし

くお願いいたします。 

○村上子育て支援課主幹 主幹で子育て支援係長をしております村上と申します。

よろしくお願いいたします。 

○安達会長 それでは、諮問の内容について、ご説明をお願いします。 

○高橋教育部次長 本年10月より消費税、地方消費税率が10％に引き上げられる

ことに伴い、低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、

地域における消費を喚起・下支えするために、プレミアム付商品券の発行・販

売等の事業を実施することになりました。 

  今回、このプレミアム付商品券発行事業の実施に当たり、住基情報、課税・

非課税情報等に基づき、支給対象者の抽出後、リスト作成から対象者への申請

書・引換券の発送、商品券の販売、換金・精算まで、その事務を適正かつ効率

的に執行できるように、一括で事業委託いたしますので、事業実施に当たり、

保有個人情報を目的外利用する必要があり、本人通知の省略とあわせて諮問す
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るものです。 

  この事業につきましては、別添の概要に基づいて説明をさせていただいてお

ります。別紙で資料、簡単な概要をつけさせていただいていますが、購入対象

者は、2019年１月１日を基準とした2019年度住民税非課税者、約6,500人、

2019年９月30日を基準とした平成28年４月２日以降、令和元年９月30日までに

生まれた子を持つ世帯主で、その対象児童、約1,500人を想定しています。 

  目的外利用をする保有個人情報につきましては、課税課においては、扶養外

非課税者の情報が必要となるため、住民税の課税・非課税情報及び、それに伴

う住所や世帯主、配偶者等の家族などの情報が必要となります。 

  高齢介護課及び障がい福祉課においては、高齢者や障害者の施設入所要件に

より、対象となる場合、ならない場合がありますので、入所に関する情報が必

要となります。それに伴いまして、入所要件を絞って照会をかけることとして

おります。 

  社会福祉課においては、生活保護の対象者については、基準となる日以降の

廃止や再開等によって対象が変わるため、随時情報が必要となってくるという

状況があります。 

  以上のことから、この事業を実施することに当たり、各個人情報を保有して

いる課のデータを利用することによって、支給対象者リストを作成することが

でき、適正かつ効率的な事務が執行可能となると考えております。 

  支給対象者が約8,000人と多数で、多大な時間と経費を要すること、対象者

へ支給申請書等が所管課から送付されていることで情報の利用がわかること及

び別途通知することで、対象者が混乱を来す可能性もあるため、本人通知は省

略したいと考えております。 

  以上で、簡単ですが、説明を終わります。よろしくご審議のほど、お願いい

たします。 

○安達会長 ありがとうございます。 

  それでは、委員のほうからご質問、ご意見等ございましたら、お願いいたし

ます。 

  はい、どうぞ。 

○海原委員 まず、つまらないことなんですけれども、商品券について、使用し
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た場合、ポイントは付与するのですか。よく今、ポイント制度ってたくさんあ

りますね。商品券に使った場合でも、ポイントって付与されるんですか。 

○高橋教育部次長 そこは、商店がどういう対応するかということだと思います。

商品券という扱いになりますので、それを現金のポイントと同じようにするか

どうかは、各店舗の判断に任されると思います。 

○海原委員 ちょっと検討していただきたいんですけれども、ポイントって、意

外にいろんな個人情報が、ざっと含まれているところと、全然ないところもあ

るんですけれども、かなりいろんな情報が引き出されてしまうんですよね。で

すから、なるべくポイントは付与しないという運用を、ちょっと検討していた

だきたいなと思います。 

○森田副会長 今の点ですけれども、すみません、ここでいうポイントというの

は、カードなんかにつくポイントではなくて、要するに、商品券を渡すときに、

割り増しの金額を渡すということですよね。 

○高橋教育部次長 はい、そうです。 

○森田副会長 その商品券は使い切りですよね。 

○高橋教育部次長 そうです。 

○海原委員 使い切っても、普通、ＪＣＢでも何でも、商品券持っていくと、ポ

イントつけてくれますよね、どこでも大体。 

○森田副会長 いや、カードとかのポイントではないんで。 

○海原委員 いや、カードを持っていて、商品券を使って。 

○森田副会長 ああ、そうか。商品券を使って買った場合に、カードを使って精

算しようという場合ですか。 

○村上子育て支援課主幹 Ｔポイントカードとか、そういうのですよね。 

○海原委員 そうです、Ｔポイントもそうですね。Ｔポイント、かなりの情報、

データ入っていますよね。あれ、知られちゃまずいデータ、結構入っているん

で、プレミアム商品券を使ったというのは、カルチュア・コンビニエンスに。 

○森田副会長 商品券を使っても、Ｔポイントにつくということはあるというこ

とですね。なるほどね。 

○海原委員 ということは、かなりの情報が、だだ漏れになってしまいます。 

○森田副会長 だから、結局それは、Ｔポイント自体の問題ですよね。 
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○海原委員 Ｔポイントの問題ですけれども、Ｔポイント以外にもたくさん、い

ろんなポイントありますよね。 

○森田副会長 だから、そうなんですけれども、ただ、それは結局、このプレミ

アム商品券を使ったかどうかということ。 

○海原委員 システムの運用によっては、わかる可能性はあります。 

○森田副会長 わかるんですか、それは。ああ、そうか。どういう形で支払った

かも残るわけですか。 

○海原委員 わかります。全然カードに判子だけやっているポイントもあります

よ。ほとんどの場合はわかります。ですから、かなり情報がだだ漏れしてしま

うんで、そこのところは、ちょっとご検討いただきたいなと思います。 

○高橋教育部次長 国に対してＱＡを出すということも、結構な市町村でやって

おりますので、そのあたりは少し確認してみたい。 

○海原委員 続けていいですか。 

  第三者への転売・譲渡を行わない旨を周知するということですけれども、具

体的にはどういうことをお考えなんですか。 

○高橋教育部次長 結局、金券ですので、例えば金券ショップとか、そういうと

ころに売ってしまうことがないか。 

○海原委員 金券ショップでは受け付けないという行政指導をされるわけですね。 

  ただ、知り合いとか、そういう中に売ったりとか、そういうことはできてし

まう、それはやむを得ない、防ぎようがないという。 

○高橋教育部次長 国の事業なので、国がそのあたりは周知する形になると思い

ますし、市町村とか地方自治体においても、その辺は周知していくというとこ

ろにとどまると思います。今の段階で、罰則規定があるという話は聞いており

ません。 

○海原委員 防ぎようがないということですね。 

○高橋教育部次長 そうですね。もし万が一出てしまった場合。 

○海原委員 そうですよね。 

  あと、これもやっぱり国が多分決めたと思うんですけれども、すみません、

続けて申しわけございません。子育て世帯に対して、影響を受けるんで、少し

でもカバーしてあげたいというのが趣旨だと思うんですけれども、それは国が
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言ってきたから、多分そう書いたと思うんですけれども、それ以外に、生活保

護は別にして、介護とか病気とか、かなり苦しんでいる方がいらっしゃる、そ

れを除いたのはどうしてでしょうか。もっといろんな条件で、生活困窮に陥っ

ている方がいらっしゃるわけですよね。 

○高橋教育部次長 非課税世帯についても、購入の対象者ということになります

ので、介護を受けている方とか、そういうことでの排除というか、対象外にな

るということはないと考えています。 

  また、生活困窮者の方が求めやすいように、国のほうからは、５回に分割し

て売ってくださいという指示がきておりますので、基本的には、一括で２万円

で購入できる方については２万円で売ってしまいますし、それが難しい方につ

いては、５回に分けてという形で、期間を設けて販売をする予定になっており

ます。 

○海原委員 そうするとおっしゃったのは、イコール非課税世帯という理解です

か。 

○高橋教育部次長 はい。 

○海原委員 以上です。 

○安達会長 対象者は国の要綱で、もうきちっと決まっているわけですか。 

○高橋教育部次長 はい。 

○島田委員 よろしいですか。 

  金券の、ここで、諮問の概要というのがありますね。この中で、一括で事業

を委託するというのは、これは、どちらへ委託する。 

○高橋教育部次長 今、入札をかけています。 

○島田委員 逗子市で。 

○高橋教育部次長 はい。 

○島田委員 ああ、そうですか。外部へ委託するということですね。 

  それで、この情報の、利用元はわかります、提供先はどちらになるんですか、

提供先。 

○高橋教育部次長 その入札した業者です。 

○島田委員 業者に。 

○高橋教育部次長 はい。 
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○島田委員 それから、通知の方法ですよね。この結果、これは、内部のコンピ

ューター処理ではなくて、外部でやってもらうわけですか。 

○高橋教育部次長 内部のデータで抽出して、それで、リスト作成する段階まで

持っていって、業者に委託する。 

○島田委員 抽出した、じゃ、この文言で、諮問の概要の２行目までは逗子市の

内部で処理する。 

○村上子育て支援課主幹 そうです。 

○島田委員 それで、その結果の情報を外部へ提供する。 

○高橋教育部次長 はい。 

○島田委員 その提供の方法はどういう方法ですか、オンラインですか、それと

も別か。 

○高橋教育部次長 いや、ＵＳＢとか。 

○島田委員 文書ですか。 

○高橋教育部次長 文書ではなく、データで。 

○村上子育て支援課主幹 何かメディアに入れてお渡しする。 

○島田委員 媒体に入れて、電子媒体で提供すると。 

○高橋教育部次長 はい。 

○島田委員 わかりました。 

○森田副会長 すみません、今のところなんですが、抽出をした後、リスト作成

は委託するわけですね。 

  そうすると、抽出した情報というのは、リストの状態にはなっていないけれ

ども、リストをつくるのに必要な、抽出した情報を何らかデータの形で渡すと

いうことですか。 

○高橋教育部次長 ０・１・２歳が、３歳未満の子ということで対象になってい

るところは、住民票の情報で問題なく抽出できるんですけれども、非課税世帯

というところにつきましては、１月１日時点で申告しているのかどうかとか、

そういうこともありますので、実際にデータの抽出というところの検討が始ま

ると感じてまして。 

○森田副会長 つまり、いろんなデータを抽出したものをつくって、それに基づ

いて、対象者を選び出したリストをつくると。そのデータまでは市が提供する
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けれども、いろんなものを突き合わせてリストをつくるのは、委託業者がやる

ということですね。 

○高橋教育部次長 はい。 

○森田副会長 わかりました。 

○高橋教育部次長 こちらにつけました紙なんですけれども、この引換券という

のを、イメージとは書いてあるんですが、このとおりのものを市町村はつくり

なさいと。それで、５回に分けて、１回買いに来たらスタンプを、自分の控え、

本人の控えとして引換券に押して、それで管理をしてくださいという指示がき

ておりますので、この状態になるようなリスト作成がどうしても必要になって

しまう。 

○森田副会長 商品券のデザインとか発行とかも、委託でやるということですよ

ね。 

○高橋教育部次長 はい。 

  偽造防止を商品券にも求められますし、引換券についても、偽造防止の加工

をしてくださいという話になっています。 

○森田副会長 何かそうすると、結構重要な事業になるんだけれども、結局、ノ

ウハウ的には、むしろ委託しちゃったほうがいいということですか。 

○高橋教育部次長 そうです。印刷のノウハウもあるし、あとは刊行とか、いろ

いろな周知の方法ですとか、そういうものも全部含めて、一括でできる業者と

いうことでのそういう。 

○森田副会長 でも何か、恐らくほかの自治体も同じように委託をするんでしょ

うから、そうすると、結構委託業者はいっぱい仕事があるところが多くなって

大丈夫かなという気がする、こなし切れるかという感じがするんですけれども。 

○安達会長 よろしいですか。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  １点伺いたいんですが、諮問の概要の１行目ですが、支給対象者を抽出する

のに、住基情報と課税・非課税情報とを使うということですが、住基情報の所

管は、目的外利用をする保有個人情報の中に入っていないように見えるんです

けれども。 

○高橋教育部次長 もともと子育て支援課において、いろいろな市民サービスを
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行っている中で、住基情報がまず見られるということが１点あります。 

  それと、国のほうから、住基情報に関しては個人情報の提供には当たらない

という文書が、目的外利用にはならないという通知がきていますので、それに

基づいて、今回諮問からは除きました。 

○安達会長 もともと、子育て支援課で住基情報を持っているということですか。 

○高橋教育部次長 情報を共有して使えることになっている。 

○安達会長 アクセスできるという。 

○高橋教育部次長 はい。 

○安達会長 それ自体は、自前で利用できるということなのか。 

○高橋教育部次長 はい。 

○安達会長 もう１点伺いたいんですけれども、このプレミアム付商品券発行事

業という事業の性格に照らして、8,000人のうちの大部分は住民税非課税者だ

ということですと、所管が子育て支援課というのは、ちょっと違和感があるの

ですけれども、それはどうしてなんでしょうか。 

○高橋教育部次長 当初、低所得者というくくりで、非課税者についての定義が

ちょっとなかったものですから、その中で、子育ての部分については、明確に

０・１・２歳が対象ということで、全国の市町村、どこもそうなんですけれど

も、子育て部門と非課税の方を扱うような、何というんでしょう、例えば生活

保護とか、ああいう担当している社会福祉課みたいなところ、あるいは、商品

券を発行するということで、消費喚起という意味で、経済観光課みたいなとこ

ろが担当するというふうに、複数で持ち回っているところも市の中ではありま

す。 

  逗子で子育て支援課というのは、最初の対象が明確であったというところも

あって、庁内での判断の中で、子育て支援課が担当することになりました。 

○安達会長 そうですか。 

○森田副会長 ちょっとそのことで、利用元としては、子育て支援課は入ってい

ないわけですね。この表の課税課、高齢介護課、障がい福祉課、社会福祉課が

持っている情報であると。 

○高橋教育部次長 はい。 

○森田副会長 そうすると、子育て支援課のかかわりというのは、今言った４課
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が持っている情報を、それぞれが必要な情報を抽出をしてもらうと。それを取

りまとめて委託をするということについて、子育て支援課が担当するというこ

となんですよね。 

○高橋教育部次長 はい。 

○森田副会長 子育て支援課自身が持っている情報ではないということですね。 

○高橋教育部次長 はい。 

○安達会長 もともと目的が、消費税率の引き上げに伴って、その影響を緩和す

るために、地域における消費を喚起・下支えするという趣旨ですので、消費者

行政の担当課というのが普通じゃないかというふうに私は思ったんですけれど

も。 

○高橋教育部次長 そうですね。そこは庁内の話し合いで、こういう形になった

ので。 

○安達会長 これは単なる意見です。 

○森田副会長 ただちょっと、個人情報の流れとしては、何というか、もともと

情報管理していない子育て支援課を一度通す形で、外へ出すということになる

んで、ちょっとややこしいなというふうにはなる。 

○望月委員 よろしいですか。 

○安達会長 はい、どうぞ。 

○望月委員 これ、例えば、対象の有無を判断するために、高齢介護課や障がい

福祉課に施設入所者とかグループホームとかの情報をもらうというんですけれ

ども、それは子育て支援課のほうには、リストアップした状態で、住所と氏名

だけがくるということですか。 

○高橋教育部次長 原則といったら変ですけれども、基本的には、施設入所され

る方というのは、住所をその施設に持っていくので、住民票を登録してあると

ころで、その方が非課税なのかどうかというところで、対象になるかならない

かという形になると思うんですけれども、ここで想定しているのは、養護者に

虐待等を受けて入所措置をした方とかは、世帯主が課税の方で、奥さんが非課

税であっても、奥さんは対象外というものなんですね。 

  ただ、今みたいに、虐待を受けて施設入所した方というのは、養護者が課税

対象者であっても、本人が非課税であれば、この方は対象になると。購入する



－25－ 

権利をもらえるといったら変ですけれども、購入できる対象になるので、その

場合の情報というのは、こちらでは当然持ち得ない情報ですから、もしそうい

う方がいるようであれば、その方が入所措置をどういう状況でしているのかと

いう入所要件を確認する必要が出てきますので、そういうことがあれば、その

情報をいただきたいと。全部のリストをもらうということではなく。 

○望月委員 そうすると、そういう過程の中で、そういう虐待事案だとか、そう

いうことがわかってしまうような状態になるのかということではない。結果と

しては、そういう方々から抽出しましたという、氏名と住所だけが出てくる。 

○高橋教育部次長 基本的には、委託をするので、業者も市の事業をやっている

という形にはなるんですけれども、基本的には、こういう形で抽出した方は、

何で抽出したかということではなく、この人を抜いてくださいという形の指示

になると思います。細かい情報を知り得るのは市の職員という形で考えており

ます。 

  あと、成年後見とかされている方も、代理申請というのが可能なんですね。

代理の方が来た場合に、この方が代理なのかどうかというところは、こちらで

はわからない情報なので、そこの確認とかということも含めて市の職員がとい

う形になるかなと思っています。 

○安達会長 よろしいですか。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  特にご質問、ご意見等がないようでしたら、お諮りしますけれども、よろし

いですか。 

  では、ただいまの質疑を踏まえまして、本件の諮問について、諮問の内容を

適当と認めるということでよろしいでしょうか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○安達会長 では、この案件については、承認するということを決定いたします。 

  答申書は後日、事務局を通して、所管課にお渡しいたしますので、お待ちく

ださい。 

─子育て支援課 退室─ 

─社会福祉課 入室─ 

○安達会長 それでは、議題４、諮問第９号、捜査関係事項照会書に係る保有個
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人情報の目的外提供及び本人通知の省略についてを扱います。 

  本件の審議につきましては、警察からの照会依頼ということでありまして、

犯罪捜査に係る情報であって、会議を公開することにより、公共の安全確保に

差しさわりがあるおそれがあると思われます。原則は、この会議は公開ですが、

非公開情報に該当する事項を審議する場合には、会議を非公開とできる例外規

定がございます。 

  逗子市情報公開条例第20条第１項及び逗子市個人情報保護運営審議会の公開

等に関する要領に規定、該当がありますので、本案件の審議が終了するまで非

公開という扱いにさせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○安達会長 では、非公開といたします。 

（非公開） 

 

─社会福祉課 退室─ 

○安達会長 本日の諮問案件３件については、いずれも答申の成案を事務局に作

成していただいて、後日メールで皆様にお届けいたしますので、それを確認し

ていただいた上で、最終的に確定ということにさせていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

  それでは、次に、審議事項のその他、これは事務局のほうで、何かあります

か。 

○矢島情報政策課担当課長 その他として、４件ほどあります。 

  １件目につきましては、資料４でお話しさせていただきました平成30年度の

個人情報保護制度の運用状況についての報告を予定しております。残り時間は

少ないですけれども、簡単にご報告させていただければと思います。 

  では、お手元に配付しました資料４をごらんください。 

  こちらは、平成30年度、１年間のものをまとめたものです。 

  １の個人情報取扱事務の登録状況につきましては、平成29年度末に643件で

したが、平成30年度に新規は14件、抹消が５件ありましたので、結果、平成30

年度末で652件になっております。平成30年度中の変更は239件ありました。 

  毎年、個人情報の事務登録簿の全件見直しを実施しておりますけれども、昨
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年度は規則改正による登録簿の様式改正を受けまして、登録簿内の記録の内容

欄に、要配慮個人情報の有無に係るチェック項目を新たに設けたことから、そ

ちらに係る変更が多くあったものです。 

  それから、２の審議会への諮問状況につきましては３件です。 

  ７ページが諮問の一覧で、昨年度、当審議会でご審議いただいた内容、結果

となっております。 

  ２ページ目の３の開示請求件数及び決定等の内訳につきましては、開示請求

件数が15件で、その内訳は、全部開示が14件、一部開示が１件、不存在が３件

となっております。１件の請求に対し、複数の決定がなされる場合があるため、

請求件数と決定件数の合計は一致しておりません。 

  ５ページ、６ページは、その請求内容及び処理状況となります。 

  それから、４番目の請求、所管別内訳ですけれども、企画課が１件、課税課

が２件、市民協働課が１件、戸籍住民課が１件、障がい福祉課が２件、高齢介

護課が３件、都市整備課が３件、小坪分署が１件、子育て支援課が１件となっ

ております。 

  ５は、同一人による請求件数ということで、６件請求した方が１人、２件請

求した方が２人、１件請求した方が５人で、実人員は８人となっております。 

  ６は、簡易開示の実施状況で、職員課が３件でした。こちらは、条例第18条

に基づく特例開示請求となります。 

  それから、７の行政不服審査法に基づく審査請求はゼロ件です。 

  それから、８の条例に基づく不服申し出等の状況もゼロ件となっております。 

  それから、４ページに移りまして、９の類型諮問に係る利用・提供の実施状

況につきましては、こちらは条例第10条第１項第４号関係の平成26年10月７日

付の運営審議会答申に基づく報告となります。 

  軽自動車税賦課事務に係る刑事訴訟法197条第２項に基づく照会による提供

が23件、道路交通法第51条の５第２項照会による提供が133件となっておりま

す。 

  それから、市営駐車場維持管理事務・放置自転車等対策事務に係る刑事訴訟

法第197条第２項に基づく照会はありませんでした。 

  それから、防犯カメラ設置・管理運用事業に係る刑事訴訟法第197条第２項
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照会に基づく提供は、環境都市課が５件、文化スポーツ課が３件、それから、

図書館が１件ありました。 

  ５ページに移りまして、10、請求内容及び処理状況につきましては、先ほど

の３、開示請求及び決定等の内訳でお話しさせていただきましたとおり、請求

件数は15件となっております。 

  うち、不存在、一部開示決定がなされた請求をご報告させていただきます。 

  ４番の都市整備課への請求は、全部開示と不存在決定となっております。不

存在の理由は、該当の文書が存在していないためです。 

  それから、５番の企画課への請求につきましては、全部開示と不存在決定と

なっております。不存在の理由としましては、文書の保存期間が経過しており、

廃棄となっているためです。 

  それから、次のページに移りまして、12番の市民協働課への請求につきまし

ては、事務事業の実施に関する情報が一部非開示決定となっております。こち

らは延長決定の上、一部開示決定をしております。 

  それから、13番の子育て支援課への請求につきましては、不存在決定となっ

ておりますが、相談を受け付けた事実がないためという理由です。 

  こちらは、12番と同一の請求者ですが、日付に関しては、はっきりと記憶さ

れていましたが、市の相談先がはっきりされないと言われまして、相談内容か

ら、市民協働課だけではなくて、該当すると思われる課に請求をしたいという

ことで、こちらのほうの開示請求があったものです。 

  それから、次に７ページになりますが、11番の個人情報保護運営審議会への

諮問一覧ということで、昨年度は３件当審議会へ、諮問がありました。内容的

には記載のとおりで、適当との答申をいただきました。 

  ８ページは、当審議会の開催状況ということで、平成30年度は３回開催させ

ていただきました。ありがとうございました。議題等については記載のとおり

です。 

  あと、会議が開かれないときに、メール等でいろいろ確認していただいた部

分もありました。そちらについても、改めてお礼を申し上げたいと思います。

ありがとうございました。 

  簡単ではございますが、１件目の平成30年度個人情報保護制度の運用状況に
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ついての報告は以上となります。 

  続けてでもよろしいですか。 

○安達会長 そうですね、まとめてお願います。 

○矢島情報政策課担当課長 そうしましたら、次に資料５になりますけれども、

個人情報の事務登録簿のご報告になります。 

  今回、市長部局で新規が２件、変更が２件ありました。登録事務件数は、

652件から２件ふえまして、全体で654件になります。 

  新規の登録は、１ページ目は国保健康課で、骨髄移植ドナー支援事業が始ま

りまして、記録の名称等は記載のとおりになります。 

  それから、２ページ目の新規は、まちづくり景観課で、ブロック塀等安全対

策工事費補助事務ということで、記録の名称等は記載のとおりになります。 

  こちらは、逗子市ブロック塀等安全対策工事費補助金交付要綱に基づく事業

で、５月20日から５月の広報によりまして募集をしまして、補助金交付の事務

が進んでおります。 

  それから、次に３ページ目は、企画課で、変更となりますけれども、３番で

すね、上からの３番ですけれども、変更で、記録の名称がふえまして、それか

ら、保護責任者の担当課長の担当が取れましたので、企画課長というふうに変

更になりました。 

  それから、４番目のまちづくり景観課の変更は、空家等の適正管理に関する

事務として、既に平成28年度に、空家等対策の推進に関する特別措置法の運用

に係る個人情報の目的外利用につきましては、適当との答申をいただいたとこ

ろですが、この中の事務に、全体の事務の名称に含まれてしまうということで、

今回、逗子市空き家バンク実施要綱に基づく空き家バンク事業が加わったもの

です。それに伴いまして、記録の名称が何点かふえましたので、変更という形

をとっております。 

  登録簿の報告は以上となります。 

  それから、３件目は、資料６になりますが、特定個人情報保護評価書の報告

で、内田副主幹よりご報告させていただきます。 

○内田情報政策課副主幹 それでは、資料６になりますけれども、審議会の都度、

ご報告をさせていただいております特定個人情報保護評価書（基礎項目評価



－30－ 

書）の提出・公表事務一覧となります。 

  今回は、１番目の住民基本台帳に関する事務のところで、一部変更がござい

ましたので、そのご報告になります。ことしの４月25日付で変更しております。 

  変更内容といたしましては、ページをめくっていただくと、住民基本台帳の

基礎項目評価書が出てくると思うんですが、それの一番、紙でいうと一番最後

の紙のⅣ番、リスク対策というページが出てくるかと思います。 

  このページの部分が、今回様式の変更がございまして、新たに加えられるこ

ととなりましたので、戸籍住民課のほうで、ここの部分を追加したということ

になります。 

  一言で申し上げますと、きちんと所管課のほうで、特定個人情報ファイルの

取り扱いですとか、ネットワークシステムとの接続を行っているかどうかを宣

言する形の様式となっておりまして、これは、この戸籍住民課の事務以外のほ

かの事務全ても対象となっておりますので、まずは住民基本台帳の事務のみを

４月に変更させていただきましたが、現在ほかにも20個事務があるんですが、

こちらも変更の依頼をかけておりまして、今月中には変更する予定でおります。

また、修正・変更等終わりましたら、ご報告をさせていただきます。 

  以上です。 

○矢島情報政策課担当課長 ４件目は日程調整になりますので、以上３件です。 

○安達会長 どうもありがとうございました。 

  それでは、以上の３件について、ご質問等ございますか。 

  はい、どうぞ。 

○海原委員 運用状況の資料４の13番目なんですけれども、不存在。これ、28年

12月９日の子育て相談記録ということなんですけれども、直接関係ないんです

けれども、個人情報には。12月９日だけを見て不存在というふうに、それとも、

ある程度。 

○矢島情報政策課担当課長 そちらの開示請求にいらっしゃった方が、この日付

指定で、その日に、29年度に機構改革等ありまして、場所がいろいろ動いてし

てしまったので、実際に自分が、どちらの課にご相談したのかが覚えていない

ということで、女性相談だと思うんですが、子育てに関する相談もしたように

思うということで、漏れなく、しているのではないかということで開示請求が
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あったものです。 

  ですので、この日に限られています。 

○海原委員 に限られている。 

○矢島情報政策課担当課長 はい。 

○海原委員 わかりました。 

○安達会長 よろしいですか。 

  ほかにいかがでしょうか。ご質問等ございますか。よろしいでしょうか。 

○森田副会長 資料６の基礎項目評価書ですが、これ、個人情報保護委員会が様

式を変えて、基礎項目評価でのリスク対策をかけてということで、修正された

と思うんですが、住民基本台帳に関する事務について出されていますけれども、

同じようなことで変更された評価書というのは、ほかにはないんでしょうか。 

○内田情報政策課副主幹 ここのリスク対策部分についてですか。今、市の中で、

ここまで改正したのは、これのみです。 

  ６月末までには、全ての評価書に、このリスク対策のページをつけるという

ことになっていますので、残りの事務は今月末をめどに、変更依頼をかけてい

るところです。 

○森田副会長 とりあえず、これは先行して修正したということですか。 

○内田情報政策課副主幹 そうなんです、はい。もともとこの事務が先行して、

一番最初に個人情報保護委員会へ上げたものだからです。 

○安達会長 よろしいですか。 

  ほかにいかがでしょうか。 

  それでは、よろしければ、報告３点については了承とさせていただきます。 

  最後になりますが、次回の審議会の日程調整ということです。 

（日程の調整） 

○矢島情報政策課担当課長 よろしくお願いします。 

○安達会長 では、本日お諮りすることは、これで全てでしょうかね。 

  では、これで、本日の会議は閉会とさせていただきます。お疲れさまでした。 

午前１１時３９分閉会 

 


